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	11月12日、自治労道本部は、10月26日に道に提出した2010秋期闘争要求に対する回答を受け、重要項目について道市町村課から見解を求めました。

　冒頭、藤盛副委員長から「今年の人事院勧告は昨年に引き続く２年連続のマイナス改定であり、この間の独自削減など厳しい地方自治体職員の生活実態からは到底納得のいかない勧告である」と述べ、要求事項についての道の考え方を質しました。

【市町村課の回答】地方公務員の給与については、地公法第24条のいわゆる「均衡の原則」に基づき、定められるべきものとされているが、実際に決定していく過程においては、職員団体とよく話し合い、双方が納得して進めることが重要である。
	
	

	【市町村課の回答】ラス指数については、給与構造改革の経過措置の運用結果が反映されているものと考えており、市町村段階では、単にラス指数だけでなく、さまざまな情報を分析の上、適正な制度運用を行うべき。北海道内におけるラス指数については、独自に算定した数値として、札幌市を除く178市町村の平均では95.5(前年比＋0.8)となっており、100以上の団体は５団体となる見込みである。

（道本部FAX情報より／次号につづく）






























































































































































① 17：20　林研図書室


参集対象：庁舎、議会、


教委、公民館、バス、機動


② 18：15　特養会議室


　　参集対象：特養


【協議事項】


・町長､副町長交渉の結果


・道本部統一戦術行使の判断


・町長選挙に対する対応



































【町長交渉　重点交渉事項】





１．今年度の給与改定について


（１）基本賃金については、生活を維持・防衛できる現行の賃金水準の維持・改善をはかること。少なくとも、2010年人事院勧告を最低限とすること。


（２）期末・勤勉手当については、地方公務員の生活を維持・改善できる水準とすることとし、期末手当に一本化すること。また、成績率の拡大・強化はしないこと。


（３）50歳台後半層職員の給与1.5％定率削減は国家公務員への措置であり、職務給の原則等に反することや地方公務員の実態が異なることから導入しないこと。


（４）例月給与のマイナス勧告に伴う年間給与の調整については、不利益不遡及の原則に反することから行わないこと。


２．基本賃金・諸手当について


（１）長期継続雇用の臨時職員の正規職員化をはかるとともに、当面して、国が発出した非常勤職員の指針（ガイドライン）を参考に、賃金・労働条件を正規職員に準じて大幅に改善すること。特に生活関連諸手当（扶養手当、住宅手当）を支給すること。


（２）公共サービス民間労働者の労働条件改善を進めること。











１３：３０　町長交渉（図書室）


※ 交渉時間帯は職場でも腕章着用


１７：２０　職場集会（図書室） 詳細は右のとおり 


１８：１５　特養職場集会（会議室）


※ 職場集会後､自治労上部と協議


　　　　　　  全道統一戦術：超勤拒否








０８：１５　全道統一戦術１時間スト（集会室）


スト時間帯の出張･会議拒否0    　　　





【道本部の要求】地方公共団体の職員における給与決定の基本的な考え方について


人勧により決定せざるを得ないことから現行制度上、具体的な給与制度は、これまでの各自治体の実態や運用の経過を踏まえ、労使で話し合って決定すべきである。





　　　　　１１／２２（月）午後６：３０　林業研修会館


だれもが安心して暮らせるまちづくりをめざして


000000認知症を考える講演会「正しく知ろう認知症」講師：宮崎直人（ｸﾞｯﾄﾞﾗｲﾌ施設長）


　　　　　


　　　　　１１／２３（火）午後１：００　幌延町


　　　　　0　北海道への核の持ち込みを許さない！11・23幌延デー全道集会　


　　　　　


　　　　　１２／５（日）午後１：３０　北見市芸術文化ホール


　　　　　0　開戦の日を迎え平和と護憲を誓う！網走管内集会


　　　　　　　講演：岩本一郎 北星大学教授 ／ 落語とトーク：古今亭菊千代


　　　　　


　　　　　





【道本部の要求】ラスパイレス指数の問題点について


給与構造改革以降(平均4.8％の給料表水準の引き下げの実施)、国家公務員の給与については本俸を抑制しながら、地域手当や広域異動手当、本府省業務調整手当に配分しているので、国公と地公の給与水準を適切に把握できる指数とはなっていない。2010年４月段階の速報値の傾向を明らかにするよう求める。





【道本部の申入れ】独自削減が５割にも及び、組合員と家族の生活はギリギリの生活を強いられている。さらに２年連続のマイナス勧告は受け入れがたく、今年の人勧は極めて不満なものだという点について、道としてもしっかりと受け止めていただたい。





【道本部の申入れ】「ラス指数が100未満の自治体に対しては、活用可能な制度が利用されていない場合に特に行う」という文書回答が示されている。ラス指数100を切っている自治体には仮に諸手当で国を上回る制度があったとしても特段の助言は必要がない。














津別町でも二つの団体が助成をいただきました


・2009年度　津別町手をつなぐ育成会　（会長　新鞍忠信さん）


